調整区域での農家の分家（都市計画法第34条第12号、第14号）
該当要件…①本家たる所帯の耕作証明がとれること。

②市街化調整の線引き決定前からいわゆる本家たる所帯が保有している土地であること。

　　　　　③許可を受けるものの範囲は、民法第７２５条に定める親族の範囲に該当する者であって、原則として相続権者又は贈与により当該土地の所有権等を取得する者及びその配偶者であること。

　　　　　④結婚その他独立して所帯を構成する合理的事情、勤務地、予定建築物の規模の適正さ等に必要性及び確実性があること。

　　　　　⑤本家及び分家となる者が市街化区域に住宅建設できる用地を所有していないこと。

開発行為許可申請・建築行為許可申請について
注意事項…①農地転用を必要とする場合、開発行為許可申請書提出までに農業委員会事務局と協議をしてください。
　　　　　②該当要件、技術的基準等を満たすことが必要となる。（既存擁壁がある場合は注意）

　　　　　③開発区域に災害リスクの高い区域等を含まないこと。（詳細については山口県の発行する開発許可ハンドブックをご確認ください。）
１．申請書の提出部数…２部（正・副）

２．添付書類（必要に応じて図書等についての追加が生じる場合があります。）

	No
	書　　類　　名
	様式等交付場所

	①
	開発許可申請書
	建築指導課

	②
	都市計画法第34条該当に関する申告書(県条例による分家住宅用)
	建築指導課

	③
	委任状（申請者以外の者が手続きをする場合）
	

	④
	申請者（居住予定者）の戸籍謄本
	市民課

	⑤
	申請者及びその親の住民票【個人番号の記載がないもの】
	市民課

	⑥
	予定建築物を申請者の居住の用に供する旨の誓約書
	建築指導課

	⑦
	借家証明書（現在借家に居住している旨の証明書）
	

	⑧
	申請地の土地全部事項証明書（土地登記簿謄本）
	法務局

	⑨
	農家の分家の場合は、耕作証明（本家が農家である旨の証明書）
	農業委員会事務局

	⑩
	開発区域内等権利一覧表
	建築指導課

	⑪
	利害関係者の同意書
	建築指導課

	⑫
	申請者及び本家にあたる者の資産証明書（資産がない場合は無資産証明書）
	課税課

	⑬
	本家にあたる者の同意書（申請者が借家に居住している場合）
	

	⑭
	現況写真（２方向）
	

	⑮
	公共施設がある場合は公共施設の管理者の同意（協議）申請書
	建築指導課

	⑯
	公共用地との境界確認書、加工・占用許可書
	


３．添付図面

① 位置図（申請者の住居、親の住居、申請箇所）

② 現況図

③ 公図の写し（複写場所、年月日、氏名、印）

④ 求積図

⑤ 土地利用計画図

⑥ 造成計画平面図、造成計画縦横断面図

⑦ 排水施設計画平面図

⑧ 構造図（擁壁、法面、桝、排水管、管渠等）

⑨ 排水施設計画断面図

⑩ 給水計画図（井戸の場合は水質検査書）

⑪ 予定建築物の配置図、平面図、立面図

⑫ 必要に応じて計算書等が必要となる場合もあります

